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相互利用を図っている。 

 

 

1-7 図書館及び図書・電子媒体等 

 

 Ａ群・図書、学術雑誌、視聴覚資料、その他教育研究上必要な資料の体系的整備とその量的整備の

適切性 

 Ａ群・図書館施設の規模、機器・備品の整備状況をその適切性、有効性 

 Ａ群・学生閲覧室の座席数、開館時間、図書館ネットワークの整備等、図書館利用者に対する利用

上の配慮の状況とその有効性、適切性 

 Ａ群・図書館の地域への開放の状況 

 Ｂ群・学術情報の処理・提供システムの整備状況、国内外の他大学との協力の状況 

 

 大学全体としての図書館のほかに、５号館５階に閲覧室を設置している。おもにマネジメント関連

図書約270冊、製本雑誌83冊（2006年５月現在）を備えて、学生の利便に供している。また、68タイト

ルの学術雑誌を定期購読している。この閲覧室は、隣室の合同研究室の学科嘱託職員２名が担当する

配置になっている。書庫への自由立ち入りは認めておらず、入退出のチェックシステム、貸し出し・

返却の処理も未整備である。このため、閲覧室で閲覧するのみで、貸し出し等は行っていない。早急

な対応策が望まれる。同時に、電子媒体による資料やデータベースについては2006年度より整備する

計画が進んでいる。 

 

 

1-8 社会貢献 

 

 Ｂ群・研究成果の社会への還元状況 

 

 本研究科は、専門職大学院としての使命を果たしていくためには、産業社会との連携が不可欠であ

る。本研究科は教育研究の成果を広く産業社会に還元し、その発展に寄与している。 

 ・GSIMフォーラムの開催。本研究科は、産業社会で活躍している組織のトップ・マネジメントを招

聘してのGSIMフォーラムを公開している。その講演内容はホームページに掲載され、全国の社会

人に公開している。 

 ・Global Lecture Databaseの公開。本研究科は、海外から招聘した客員教授の授業をデータベース化し、

Global Lecture Databaseとしてホームページに掲載し、世界の社会人に公開している。Global 

Lecture Databaseは、Kenneth E. Boulding教授（1910-1993）を始めとする世界の第一級の研究者が

本研究科で行った12回の講義内容をデータベース化して本研究科のホームページに掲載している。 

 ・「青山マネジメント・レビュー」の発刊。本研究科は教員の研究活動の成果を編集して「青山マネ

ジメント・レビュー」を発行している。「青山マネジメント・レビュー」はマネジメントに関する

専門知識の啓蒙に資することを目的として、全国有名書店で販売されている。年２回発行し、2004
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年度より「プレジデント」社から出版することになった。 

 

 

 Ｃ群・寄附講座、寄附研究部門の開設状況 

 

 産学連携による寄附講座の開講をしている。寄附講座の開講には、１）寄附企業資金提供による寄

附講座教員の招聘、２）寄附講座開講しての講師の派遣、３）寄附企業役務の提供による寄附講座の

開講があり、2005年度においては、８社から23,000,000円の寄附金を受け、９名の教員の招聘及び寄

附講座の開講をしてきた。 

 

寄附企業 寄附内容 寄附講座名 

5,000,000円 「ファイナンシャル・レポーティング」 株式会社東芝 

講師派遣 「安全保障輸出管理」 

清水建設株式会社 3,000,000円 「FAST」 

日本商品先物振興協会 5,000,000円 

東京工業品取引所 5,000,000円 

東京穀物商品取引所 5,000,000円 

「先物取引」 

ニッセイ信用保証株式会社 講師派遣 「リスク・マネジメント」 

ロイター・ジャパン株式会社 データ提供 「FAST」 

ソフト提供 「ファンド・マネジメント・シミュレーション」 大和證券グループ 

講師派遣 「機関投資家と資産運用」 

 

 

 Ｃ群・企業等との共同研究、受託研究の規模・体制・推進の状況 

 

 本研究科は、ミッションの求める高度専門職業人養成のために、2004-2005年度において下記の産学

連携活動を展開した。 

 ・専門職大学院形成支援プログラム「アジアMBA育成のマネジメント・ゲーム」（2004～2005年度、補助

金額：49,700,000円）において、東芝ソリューション株式会社との産学連携活動によりビジネス

スクール教育で使用するマネジメントゲームソフトMBABEST21を開発した。 

 ・オープン・リサーチ・センター整備事業「アジアにおけるインターネットビジネス教育システム

モデルの国際開発研究」（2004～2008年度、補助金額：46,000,000円）において、東芝ソリューシ

ョン株式会社との産学連携活動によりビジネススクール教育で使用する電子商取引シミュレーシ

ョン・モデルの共同開発を行っている。 

 

 




